
 1 

12100 

千葉県 

千葉市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

条例名 

令和 5 年度 

千葉市所有

型企業立地

促進事業補

助金交付要

綱 

制定年月 

R5.4 

制定 

 

対象者の要件 内    容 

<ちば共創企業重点立地事業> 

① 対象業種： 

「食品・健康生活実現型産業」 

② 対象地区： 

ネクストコア千葉誉田 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所 

④ 投資・雇用条件： 

下記ⅰとⅱの合計額が２億円以上 

ⅰ取得固定資産評価額１億円以上 

ⅱ常時雇用者数×10百万円 

（大型特例） 

取得固定資産評価額が 50億円以上 

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を５年間（限度額年１億円） 

（大型特例）同上６年間（限度額年５億円） 

② 法人市民税・事業所税の相当額 

対象施設に係る法人市民税・事業所税の相当額

を１年間（限度額年１億円） 

（大型特例）同上（限度額年５億円） 

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６カ月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

<重点地域企業立地事業> 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、国家

戦略特区関連産業、建設業・自動車整

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を３年間（限度額年１億円） 

（大型特例）同上５年間（限度額年５億円） 
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備業（新港経済振興地区のみ） 

※上場企業又は上場子会社（東京証券

取引所プライム市場、東京証券取引所

スタンダード市場若しくは東京グロース

市場又は名古屋証券取引所プレミア市

場、名古屋証券取引所メイン市場若しく

は名古屋証券取引所ネクスト市場にお

いて当該企業が発行している株式の売

買がなされている連結子会社）、特定創

業支援施設卒業企業、特定流通業務施

設、国・地方公共団体等からの表彰実

績等がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、ネクストコア千葉誉田、み春野

流通パーク、ＩＣ周辺地域（千葉北、武

石、蘇我、大宮、誉田の指定区域） 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ）、社員寮（補助

対象施設に付随して市街化区域に建設

されたものに限る） 

※店舗部分は除く 

④ 投資・雇用条件： 

下記ⅰとⅱの合計額が２億円以上 

ⅰ取得固定資産評価額１億円以上 

ⅱ常時雇用者数×10百万円 

（大型特例） 

取得固定資産評価額が 50億円以上 

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６カ月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

<本社立地事業> 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、国家

戦略特区関連産業、建設業・自動車整

備業（新港経済振興地区のみ） 

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を５年間（限度額年５億円）  

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 
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※上場・公開企業、もしくは東証・名証

１・２部（令和 4年 4月 4日以降にあって

は東証プライム市場又は名証プレミア市

場）上場企業の連結子会社、特定創業

支援施設卒業企業、特定流通業務施

設、国・地方公共団体等からの表彰実

績等がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、ネクストコア千葉誉田、み春野

流通パーク、ＩＣ周辺地域（千葉北、武

石、蘇我、大宮、誉田の指定区域） 

③ 対象施設： 

本社、及びそれに付帯する施設 

④ 投資・雇用条件： 

下記ⅰとⅱの合計額が２億円以上 

ⅰ取得固定資産評価額１億円以上 

ⅱ常時雇用者数×10百万円 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

<新港地区企業立地事業> 

① 対象業種： 

対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、国家

戦略特区関連産業、建設業・自動車整

備業（新港経済振興地区のみ） 

※上場・公開企業、もしくは東証・名証

１・２部（令和 4年 4月 4日以降にあって

は東証プライム市場又は名証プレミア市

場）上場企業の連結子会社、特定創業

支援施設卒業企業、特定流通業務施

設、国・地方公共団体等からの表彰実

績等がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

新港経済振興地区、新港工業専用地区 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を５年間（限度額年１億円） 

（大型特例）同上５年間（限度額年５億円）  

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯
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工施設、倉庫（経済振興地区のみ）、 

社員寮（補助対象施設に付随して市街

化区域に建設されたものに限る） 

※店舗部分は除く 

④ 投資・雇用条件： 

取得固定資産評価額１億円以上、また

は、取得固定資産評価額３千万円以上

かつ常時雇用者数５人以上 

（大型特例） 

取得固定資産評価額が 50億円以上 

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

<特定流通業務施設立地事業> 

① 対象業種：業種の制限なし 

② 対象地区：市内全域 

③ 対象施設：特定流通業務施設 

※店舗部分は除く 

※物流総合効率化法に規定する特定流

通業務施設 

④ 投資・雇用条件： 

下記ⅰとⅱの合計額が２億円以上 

ⅰ取得固定資産評価額１億円以上 

ⅱ常時雇用者数×10百万円 

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を３年間（限度額年１億円） 

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

令和 5 年度 

千葉市賃借

型企業立地

促進事業補

助金交付要

綱 

令和 ５年度 

千葉市賃借

型企業立地

R5.4 

制定 

R5.4 

制定 

<市内企業拠点拡充事業> 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、国家

戦略特区関連産業、建設業・自動車整

備業（新港経済振興地区のみ） 

※上場・公開企業、もしくは東証・名証

１・２部（令和 4年 4月 4日以降にあって

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を３年間（限度額年１億円） 

（大型特例） 

同上３年間（限度額年５億円） 

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 
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促進事業補

助金交付要

綱 

は東証プライム市場又は名証プレミア市

場）上場企業の連結子会社、特定創業

支援施設卒業企業、特定流通業務施

設、国・地方公共団体等からの表彰実

績等がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、ネクストコア千葉誉田、み春野

流通パーク、ＩＣ周辺地域（千葉北、武

石、蘇我、大宮、誉田の指定区域） 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ）、倉庫（新港経

済振興地区のみ）、社員寮（補助対象施

設に付随して市街化区域に建設された

ものに限る）、特定流通業務施設 

※店舗部分は除く 

④ 投資・雇用条件： 

下記ⅰとⅱの合計額が２億円以上 

ⅰ新増設の取得固定資産評価額（土

地・建物・構築物）１億円以上 

ⅱ常時雇用者数×10百万円 

※新港地区については、取得固定資産

評価額１億円以上（土地・建物・構築物

の取得固定資産評価額 5千万円以上を

含むこと） 

（大型特例） 

取得固定資産評価額が 50億円以上 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

＜ちば共創企業賃借立地事業＞ 

①対象業種 

「ＩＴ・クリエイティブ産業」（情報通信業、

映像等制作業及びその関連業種など） 

「食品・健康生活実現型産業」（食品製

造業、医療機器製造業、医薬品製造

業、植物工場及びその関連業種など）な

ど 

補助金 

【補助額】 

① 賃借料の 2/3 を１年間（限度額：年 1,000 万

円、本社特例により限度額 年 2,000 万円） 

② 法人市民税額の 2/3 を４年間 

（本社、大型特例により法人市民税額の 1/1 を５

年間） 

③ 雇用奨励補助： 
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「先端・素材型ものづくり関連産業」（各

種製造業など） 

「国家戦略特区関連産業」（ドローン関

連産業、自動運転関連産業など） 

②対象地区 

千葉都心地区、幕張新都心地区、蘇我

特定地区 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ） 

④ 事業所規模要件、雇用要件： 

専有する補助対象床面積が 80 ㎡以上

かつ常時雇用者数が３人以上、または、

100㎡以上 

（大型特例） 

事業従事者数が 50人以上 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１憶 2000 万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

＜市外企業賃借立地事業＞ 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、建設

業・自動車整備業（新港経済振興地区

のみ）、国家戦略特区・MICE関連産業 

※上場・公開企業、もしくは東京証券取

引所プライム市場、東京証券取引所スタ

ンダード市場若しくは東京グロース市場

又は名古屋証券取引所プレミア市場、

名古屋証券取引所メイン市場若しくは名

古屋証券取引所ネクスト市場において

当該企業が発行している株式の売買が

なされている企業と連結決算がされてい

る上場企業の連結子会社、特定創業支

援施設卒業企業、特定流通業務施設、

国・地方公共団体等からの表彰実績等

がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

補助金 

【補助額】 

① 賃借料の 1/2 を１年間（限度額：年 300万円） 

（大型特例） 

同上（限度額：年 600 万円） 

② 法人市民税額の 1/2 を３年間 

（大型特例） 

同上５年間 

③ 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて
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千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、み春野流通パーク、ＩＣ周辺

地域（千葉北、武石、穴川、貝塚、蘇

我、千葉東、大宮、高田、中野、鎌取、

誉田、板倉の指定区域） 

※大型特例は千葉都心地区、幕張新都

心地区、蘇我特定地区のみ 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ） 

④ 事業所規模要件、雇用要件： 

専有する補助対象床面積が 80 ㎡以上

かつ常時雇用者数が３人以上、または、

100㎡以上 

（大型特例） 

事業従事者数が 50人以上 

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

＜本社賃借立地事業＞ 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、建設

業・自動車整備業（新港経済振興地区

のみ）、国家戦略特区・MICE関連産業 

※上場・公開企業、もしくは東京証券取

引所プライム市場、東京証券取引所スタ

ンダード市場若しくは東京グロース市場

又は名古屋証券取引所プレミア市場、

名古屋証券取引所メイン市場若しくは名

古屋証券取引所ネクスト市場において

当該企業が発行している株式の売買が

なされている企業と連結決算がされてい

る上場企業の連結子会社、特定創業支

援施設卒業企業、特定流通業務施設、

国・地方公共団体等からの表彰実績等

がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

補助金 

【補助額】 

① 賃借料の 1/2 を１年間（限度額：年 500万円） 

（大型特例） 

同上（限度額：年 1,000 万円） 

② 法人市民税相当額の 100％を３年間 

（大型特例） 

同上５年間 

③ 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて
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千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、み春野流通パーク、ＩＣ周辺

地域（千葉北、武石、穴川、貝塚、蘇

我、千葉東、大宮、高田、中野、鎌取、

誉田、板倉の指定区域） 

※大型特例は千葉都心地区、幕張新都

心地区、蘇我特定地区のみ 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ） 

④ 事業所規模要件、雇用要件： 

専有する補助対象床面積が 80 ㎡以上

かつ常時雇用者数が３人以上、または、

100㎡以上 

（大型特例） 

事業従事者数が 50人以上 

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

＜外資系企業賃借立地事業＞ 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、建設

業・自動車整備業（新港経済振興地区

のみ）、国家戦略特区・MICE関連産業 

※上場・公開企業、もしくは東京証券取

引所プライム市場、東京証券取引所スタ

ンダード市場若しくは東京グロース市場

又は名古屋証券取引所プレミア市場、

名古屋証券取引所メイン市場若しくは名

古屋証券取引所ネクスト市場において

当該企業が発行している株式の売買が

なされている企業と連結決算がされてい

る上場企業の連結子会社、特定創業支

援施設卒業企業、特定流通業務施設、

国・地方公共団体等からの表彰実績等

がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

補助金 

【補助額】 

① 賃借料の 1/2 を３年間（限度額：累計 300 万

円） 

※姉妹友好都市の所在する国（パラグアイ、カナ

ダ、米国、フィリピン、中国、スイス）からの進出企

業についての補助限度額は、累計年 500万円 

② 法人市民税相当額の１/２を３年間 

③ 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて
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千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、み春野流通パーク、ＩＣ周辺

地域（千葉北、武石、穴川、貝塚、蘇

我、千葉東、大宮、高田、中野、鎌取、

誉田、板倉の指定区域） 

※大型特例は千葉都心地区、幕張新都

心地区、蘇我特定地区のみ 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ） 

④ 雇用要件：事業従事者数が３人以上 

（ただし、役員または常時雇用人員のい

ずれか１人を含むこと） 

⑤ 事業所規模要件：下限なし 

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

＜特定創業支援施設卒業企業賃借立

地事業＞ 

① 対象業種：業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク 

み春野流通パーク、ＩＣ周辺地域（千葉

北、武石、穴川、貝塚、蘇我、千葉東、

大宮、高田、中野、鎌取、誉田、板倉の

指定区域） 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区

におけるリサイクル機能ゾーンのみ） 

※店舗部分は除く 

④ 雇用要件： 

事業に従事する者が３人以上（ただし、

役員または常時雇用人員のいずれか１

人を含むこと） 

⑤ 事務所規模要件：下限なし 

補助金 

【補助額】 

① 賃借料の 1/3 を１年間（限度額：年 100万円） 

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

＜特定流通業務施設賃借立地事業＞ 

① 対象業種：業種の制限なし 

補助金 

【補助額】 
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② 対象地区：市内全域 

③ 対象施設：特定流通業務施設 

※店舗部分は除く 

※物流総合効率化法に規定する特定流

通業務施設 

④ 雇用要件：雇用要件なし 

⑤ 事業規模要件：事業規模要件なし 

① 賃借料の 1/2 を１年間（限度額： 

年 500万円） 

② 法人市民税相当額の 1/2 を３年間 

③ 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

令和 ４年度 

千葉市累積

投資型企業

立地促進事

業補助金交

付要綱 

R4.4 

制定 

 

＜市内企業賃借拠点拡充事業＞ 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、建設

業・自動車整備業（新港経済振興地区

のみ）、国家戦略特区・MICE関連産業 

※上場・公開企業、もしくは東京証券取

引所プライム市場、東京証券取引所スタ

ンダード市場若しくは東京グロース市場

又は名古屋証券取引所プレミア市場、

名古屋証券取引所メイン市場若しくは名

古屋証券取引所ネクスト市場において

当該企業が発行している株式の売買が

なされている企業と連結決算がされてい

る上場企業の連結子会社、特定創業支

援施設卒業企業、特定流通業務施設、

国・地方公共団体等からの表彰実績等

がある企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

補助金 

【補助額】 

① 賃借料（増加分）の 1/2（上限 300万円） 

  （本社） 

（大型特例） 

（市外拠点集約） 

  同上（上限 600 万円） 

② 法人市民税相当額（増加分）の 1/2 を３年間 

  （本社） 

（大型特例） 

（市外拠点集約） 

  同上を５年間 

③ 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 
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隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

千葉土気緑の森工業団地、ちばリサー

チパーク、み春野流通パーク、ＩＣ周辺

地域（千葉北、武石、穴川、貝塚、蘇

我、千葉東、大宮、高田、中野、鎌取、

誉田、板倉の指定区域） 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ）、 

倉庫（新港経済振興地区のみ） 

※店舗部分は除く 

④ 雇用要件： 

対象施設で常時雇用者数 10 人以上の

増加 

既存の対象施設の移転を伴う場合は、

常時雇用者数 50人以上の増加 

（大型特例：事業従事者数が 50 人以上

の増加） 

（本社機能等を移転する場合若しくは

本店登記を市内に有したまま本社機

能を既存の対象施設から退去し、対象

地域において新たに対象施設を賃借

する場合にあっては 25人以上の増加） 

⑤ 事務所規模要件： 

新規拠点を設置、もしくは、既存拠点を

増設（80㎡以上） 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

令和 5 年度 

千葉市累積

投資型企業

立地促進事

業補助金交

付要綱 

R5.4 

制定 

 

<新規取得><追加投資> 

① 対象業種： 

製造業、情報通信関連業、運輸業、卸

小売業、物品賃貸業、学術研究、専門・

技術サービス業、飲食サービス業、国家

戦略特区関連産業、建設業・自動車整

備業（新港経済振興地区のみ） 

※上場企業又は上場子会社（東京証券

取引所プライム市場、東京証券取引所

スタンダード市場若しくは東京グロース

市場又は名古屋証券取引所プレミア市

場、名古屋証券取引所メイン市場若しく

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を３年間（限度額年１億円） 
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は名古屋証券取引所ネクスト市場にお

いて当該企業が発行している株式の売

買がなされている連結子会社）、国・地

方公共団体等からの表彰実績等がある

企業は、業種の制限なし 

② 対象地区： 

工専・工業・準工業地域、商業地域・近

隣商業地域（事務所のみ）、千葉都心地

区、幕張新都心地区、蘇我特定地区、

ちばリサーチパーク、ネクストコア千葉誉

田、み春野流通パーク、ＩＣ周辺地域（千

葉北、武石、蘇我、大宮、誉田の指定区

域） 

③ 対象施設： 

工場、研究開発施設、事務所、流通加

工施設、環境関連施設（蘇我特定地区リ

サイクル機能ゾーンのみ）、倉庫（新港経

済振興地区のみ）、社員寮（補助対象施

設に付随して市街化区域に建設された

ものに限る） 

※店舗部分は除く 

④ 投資・雇用条件： 

操業開始から３年以内に、 

下記ⅰとⅱの合計額が２億円以上 

ⅰ取得固定資産評価額１億円以上 

ⅱ常時雇用者数×10百万円 

（操業開始時に最低投資額として取得

固定資産評価額３千万円以上の投資が

なされていること） 

令和 ５年度 

千葉市農業

法人立地促

進事業補助

金交付要綱 

 

 

 

R5.4 

制定 

＜農業法人立地促進事業＞ 

① 対象業種：農業 

対象となる農業法人 

会社法第２条第１号に規定する会社

及びそれと同等の税収及び雇用効果が

見込まれると市長が認める法人で農業

を営む者 

 

事業者の要件 

・設立後３年以上経過している企業 

・直近３年間を平均して経常利益が確

補助金 

【補助額】 

① 固定資産税・都市計画税の相当額： 

取得した土地、家屋、償却資産の固定資産税・都

市計画税の相当額を３年間（限度額年１億円） 

（大型特例）同上５年間（限度額年１億円） 

② 土地・施設・設備の賃借料に対する補助 

賃借料の 1/2（限度額年１億円） 

② 雇用奨励補助： 

ⅰスタートアップ型 

操業開始日を含む６か月前から操業開始日より
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保されていること 

＊ただし上場企業または上場子会社

に類する資本関係や事業基盤等を有す

ると認められる場合、上の要件を満たす

ものとして取り扱うことができる。 

 

② 対象地区：市内全域 

③ 対象施設：農場 

④ 投資・雇用条件： 

取得固定資産評価額１億円以上の農場

の整備 

または、取得（賃借）敷地面積１ha 以上

の農場の整備 

 

12 ヶ月後の期間における本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者が、

操業開始の日から１年経過した時点で本市内に

住所を有した場合、単身者１人につき 30万円、複

数人世帯の場合 60 万円（上限１億 2,000万円） 

ⅱフォローアップ型 

判定起算日（操業開始日から１年後）から３年経

過した時点で増加した本市在住新規常時雇用

者、及び、本市に新規に転入した常時雇用者に

ついて、単身者１人につき 30 万円、複数人世帯

の場合 60万円（上限１億 2,000万円） 

※常時雇用者…新設事業所等で直接雇用されて

いる、社会保険・雇用保険一般被保険者 

 

令和 ５年度 

千葉市賃借

型企業立地

促進事業拡

充補助金交

付要綱 

R5.4 

制定 

千葉市賃借型企業立地促進事業補助

金交付要綱に基づく、以下のいずれか

の補助要件を満たし、市内に施設を新

設することが見込まれるもの。 

・ちば共創企業賃借立地事業 

・市外企業賃借立地事業 

・本社賃借立地事業 

・外資系企業賃借立地事業 

・特定流通業務施設賃借立地事業 

補助金 

【補助額】 

① リモートワーク事業に対する補助 

常時雇用者のリモートワーク環境の整備に要する

経費の 2/3（計画着手日から 36 月間の経費が対

象。限度額：12月あたり 100万円。ただし、千葉市

賃借型企業立地促進事業補助金交付要綱に基

づくコア業種または大型特例に該当する場合は、

令和 6 年 3 月 31 日までに要した経費について、

1,000万円） 

② 社員採用事業に対する補助 

対象施設における常時雇用者を採用するにあた

って要する求人広告等の掲載費用等の 1/2（操業

開始日の 6 月前から操業開始日より 12 月の期間

の経費が対象。限度額：250 万円。ただし、千葉

市賃借型企業立地促進事業補助金交付要綱に

基づくコア業種または大型特例に該当する場合

は、限度額 500万円。） 
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12202   

千葉県 

銚子市 

 

〈補助金，融資，奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

銚子市企業立地

等促進事業補助

金交付要綱 

H29.4 ・対象施設：製造業、流通加工施設、植物

工場、陸上養殖施設、情報サービス業、観

光業、宿泊業（全区分共通） 

 

(企業誘致) 

①新規所有型補助金 

・新規の立地 

・敷地面積 500㎡以上 

・常時雇用者５人以上 

・市町村税の完納 

②新規賃借型補助金 

・新規の立地 

・市内のビル等を賃借 

・常時雇用者３人以上 

・市町村税の完納 

③雇用創出補助金 

・「新規所有型補助金」または「新規賃借型

補助金」の対象 

④通信費等補助金 

・「新規所有型補助金」または「新規賃借型

補助金」の対象 

(企業誘致) 

① 新規所有型補助金 

・補助額：固定資産税及び都市計画税相

当額 

・限度額：上限なし 

・期間：５年 

②新規賃借型補助金 

・補助額：ビル等の賃借料の 1/2 

以内 

・限度額：１年度につき 100万円 

・期間：２年 

③雇用創出補助金 

・補助額：市内に住所がある常時雇用者

１人につき 20万円 

・限度額：1,000 万円 

・期間：１回限り 

④通信費等補助金 

・補助額：通信回線使用料等の 1/2以内 

・限度額：１年度につき 60万円 

・期間：２年 

（再投資補助金） 

・市内で３年以上操業 

・投下固定資産額２億円以上 

・事業従事者数の維持 

・市町村税の完納 

（再投資補助金） 

・補助額：固定資産税及び都市計画税相

当額の 1/2 以内 

・限度額：１年度につき 1,000万円 

・期間：３年 
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12204 

千葉県 

船橋市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

船橋市再投

資企業促進

事業補助金

交付要綱 

H27.4 

制定 

H28.4 

改正 

H29.4 

改正 

H30.4 

改正 

H31.4 

改正 

R2.4 

改正 

R4.4 

改正 

〇既存工場等への設備投資 

市内に製造業の工場、自然科学研

究所、流通加工施設を有する中小

企業者（みなし大企業除く）が増築、

改築、又は償却資産を取得 

・市内操業実績３年以上、雇用維

持、事業の高度化 

 

 

・中小企業者の場合 

投下固定資産額 1,500万円以上 

・小規模企業の場合 

投下固定資産額 750万円以上 

①家屋に係る不動産取得税相当額 

②家屋に係る固定資産税相当額（都市計画税含む） 

③償却資産に係る固定資産税相当額 

①～③の合計額を上限１億円とし、３年間補助 

※成長産業に係る工場等の立地は、当該合計額に、

家屋に係る固定資産税相当額及び償却資産に係

る固定資産税相当額の合計額に十分の二を乗じ

て得た額を加算した額 

※千葉県の立地に係る補助金と重複する補助につい

ては対象外 

〇雇用奨励制度 

上記のいずれかの補助金を活用し、

新たに正規雇用をすること 

・新たな正規雇用者１人につき 36万円 

・新たな正規雇用者かつ博士号の学位を有し、研究

開発に従事する者１人につき 60万円 

※合計額を上限６千万とし、1年間補助 

 

※成長産業 

指定業種 日本標準産業分類上の業種名 

ものづくり関連産業 石油製品・石炭製品製造業 プラスチック製品製造業 鉄鋼業 非鉄金属製造業 金属

製品製造業 一般機械器具製造業 電気機械器具製造業 情報通信機械器具製造業 

電子部品･デバイス製造業 輸送用機械器具製造業（ただし、鉄道車両･同部品製造業 

船舶製造･修理業、舶用機関製造業を除く） 精密機械器具製造業 

食品関連産業 

 

食品製造業 飲料･たばこ･飼料製造業（ただし、たばこ製造業を除く） 

バイオ・ 

ライフサイエンス関連産業 

食品製造業 飲料･たばこ･飼料製造業（ただし、たばこ製造業を除く） パルプ･紙･紙加

工品製造業 化学工業 一般機械器具製造業 電気機械器具製造業 精密機械器具

製造業 

情報通信・ 

エレクトロニクス関連産業 

化学工業 窯業･土石製品製造業 非鉄金属製造業 一般機械器具製造業 電気機械

器具製造業 情報通信機械器具製造業 電子部品･デバイス製造業 精密機械器具製

造業 
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12205 

千葉県 

館山市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

○製造業、旅館業 

・個人、資本金 1,000万円以下の法人 

⇒500万円以上 

・資本金 1,000 万円超～5,000万円以下の法人 

⇒1,000万円以上 

・資本金 5,000 万円超の法人 

⇒2,000万円以上 

○農林水産物等販売業、情報サービス業等 

⇒500万円以上 

― (半島振興地域) 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率 

0.14/100 

２年度税率 

0.35/100 

３年度税率 

0.70/100 

３年間 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

館山市企業立地及

び雇用の促進に関

する条例 

H25.7.1 製造業、観光に関する

事業、旅館・ホテルの事

業、情報サービス業 

○立地奨励金 

・投下固定資産総額 

新設の場合１億円（中小企業５千万円）以上 

増設の場合５千万円（中小企業２千万円）以上 

・雇用者数 

新規常用雇用者５人以上（中小企業２人以上）増設の

場合はこの限りではない 

・奨励制度 

固定資産税、都市計画税相当額を限度に３年間 

○雇用促進奨励金 

・投下固定資産総額 

新設の場合１億円（中小企業５千万円）以上 

増設の場合５千万円（中小企業２千万円）以上 

・雇用者数 

新規常用雇用者５人以上（中小企業２人以上）増設の

場合はこの限りではない 

・奨励制度 

新規常用雇用者１人 10 万円（上限２千万円） 

１回限り 
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12206 

千葉県 

木更津市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

木更津市産業

立地促進条例 

H20.4 制定 

H23.4 改正 

H26.4 改正 

H28.4 改正 

H29.3 改正 

R2.4  改正 

R5.3  改正 

 

対象地域 

≪企業立地奨励金≫ 次に掲げる地域等 

(ア) 準工業地域、工業地域、工業専用地域 

(イ) 市街化調整区域において都市計画決定

された地区計画の区域 

(ウ) ①木更津都市計画築地地区地区計画の

区域（以下、「築地地区地区計画」） 

②木更津市中心市街地活性化基本計画に定

められた区域 

(エ) ①木更津都市計画事業金田西特定土地

区画整理事業施行地区の区域 

②木更津都市計画事業金田東特定土地区画

整理事業施行地区の区域 

(オ) 市内のインターチェンジから半径５キロメ

ートル以内の区域(次号(カ)に掲げる施設の立

地に限る。) 

≪大規模投資企業立地奨励金≫ 市内全域 

≪地元雇用奨励金≫ 企業立地奨励金また

は大規模投資企業立地奨励金と同様 

≪人材確保事業奨励金≫ 企業立地奨励金

または大規模投資企業立地奨励金と同様 

 

対象となる事業施設 

(ア) 工場 

(イ) 研究所、学術的研究、試験・開発研究を

行う施設（産業分類 学術・開発研究機関の

用に供する施設） 

(ウ) 情報関連施設（産業分類 情報サービス

業、その他の固定電気通信業又はコールセン

ターの用に供する施設） 

(エ) 物流業務施設（産業分類 道路貨物運

送業、倉庫業、運輸に附帯するサービス業の

用に供する施設） 

(オ) 計画推進施設（①築地地区地区計画の

土地利用の方針に定められた施設、②木更

津市中心市街地活性化基本計画に基づく施

策を推進するための施設） 

(カ) 農業関連施設（産業分類 耕種農業の用

に供する施設） 

(キ) その他の施設（産業振興に寄与するもの

と市長が特に認める施設（※(ア)から(カ)まで

に掲げるものを除く。） 

≪企業立地奨励金≫  

◎要件 

〇立地する事業施設｢対象となる事業

施設(ｱ)~(ｶ)｣ 

〇対象となる投下固定資産額等 

⑴ 投下固定資産額(増設の場合にあ

っては､当該増設に係る投下固定資産

額に限る｡)が 1 億円以上(計画推進施

設にあっては 10億円以上)であること｡ 

⑵ 事業施設の常用雇用者(増設の場

合にあっては､当該増設に係る常用雇

用者に限る｡)が５人以上(計画推進施

設にあっては 30人以上)であること｡ 

⑶ 環境に十分配慮された事業施設

であること｡ 

◎奨励措置 

固定資産税収納額相当額の範囲内の

額｡ただし､市内に新たに事業施設を

設置する法人については､固定資産

税収納額相当額に法人市民税収納額

相当額の２分の１の額を加えた額の範

囲内の額 

◎交付対象期間 

①固定資産税収納額相当額の範囲内

における額の奨励金は､事業施設の主

たる施設が操業を開始した日の翌年

の 4月 1日から起算して３年間 

②法人市民税収納額相当額の２分の

１の額の範囲内における額の奨励金

は､事業施設の主たる施設が操業を開

始した日から､操業を開始した日から２

年の間に到来する最後の事業年度終

了の日まで 

③かずさｱｶﾃﾞﾐｱﾊﾟｰｸ地区に立地した

研究所及び中小企業基本法第 2 条に

規定する中小企業者については５年

間 

◎交付時期 

交付対象期間における各年度の固定

資産税及び法人市民税の納期限が属

する年度の翌年度 

 

≪大規模投資企業立地奨励金≫ 

◎要件 

〇立地する事業施設 ｢対象となる事

業施設 (ｷ)｣ 

〇対象となる投下固定資産額等 

⑴ 投下固定資産額(増設の場合にあ

っては､当該増設に係る投下固定資産

額に限る｡)が 10億円以上であること｡ 
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⑵ 事業施設の常用雇用者(増設の場

合にあっては､当該増設に係る常用雇

用者に限る｡)が５人以上であること｡ 

⑶ 事業の用に供する土地の面積が

10 ﾍｸﾀｰﾙ以上であること｡ 

⑷ 環境に十分配慮された事業施設

であること｡ 

◎奨励措置 

企業立地奨励金に同じ 

◎交付対象期間 

企業立地奨励金に同じ 

◎交付時期 

企業立地奨励金に同じ 

 

≪地元雇用奨励金≫ 

◎要件 

・企業立地奨励金または大規模投資

企業立地奨励金の対象となる事業施

設の主たる施設の操業を開始した日

の６月前から交付申請日までの間に期

間の定めのない労働契約を締結し、

交付申請日まで引き続き指定事業者

に 10 月以上雇用されている者（短時

間労働者を除く。） 

・交付申請日が属する年の１月１日及

び交付申請日に本市の住民基本台帳

に記録されている者 

◎奨励措置 

地元雇用者の数に 10 万円を乗じて得

た額 

◎交付対象期間 

企業立地奨励金に同じ 

◎交付時期 

企業立地奨励金または大規模投資企

業立地奨励金の交付対象期間におけ

る各年度の固定資産税の納期限が属

する年度の翌年度 

 

≪人材確保事業奨励金≫ 

◎要件 

交付申請日の属する年度の前年度に

行った事業及び企業立地奨励金また

は大規模投資企業立地奨励金の対象

となる事業施設への人材確保を目的と

して行う事業  

◎奨励措置 

人材確保事業に要した経費に２分の１

を乗じて得た額（その額に 1,000 円未

満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた額） 

ただし、50万円を上限とする 

◎交付対象期間 

企業立地奨励金に同じ 

◎交付時期 

地元雇用奨励金に同じ 

詳しくはこちら（木更津市助成制度のご案内） 

  

https://www.city.kisarazu.lg.jp/jigyosha/yuuchi/richi/1002847.html
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12207 

千葉県 

松戸市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

松戸市企業

立地促進補

助金交付要

綱 

H25.6 ○工場（研究開発施設を含む。以下同じ。）、

流通加工施設、植物工場、商業施設、事

務所を市内に新規立地すること。 

※流通加工施設は新規所有型のみ対象とな

る。 

○立地計画書の提出の日前に市内に事業所

を有していないこと。 

○原則として常時雇用者が 10 人以上である

こと。 

※IT コンテンツ産業の用に供する施設及び

先端産業の用に供する施設の場合には常

時雇用者が５人以上、流通加工施設及び

商業施設の場合には常時雇用者が 20 人

以上であること。 

○５年間は事業を継続すること。 

１．新規所有型企業立地促進補助金 

＜補助額＞ 

○固定資産税及び都市計画税相当額の２分

の１以内（限度額 3,000万円） 

※立地施設を本店として登記する場合には、

補助率３分の２以内（限度額 3,000万円） 

○認定期間内に雇用した新規常時雇用者１人

当たり月額２万円（限度額 500万円） 

※立地施設を本店として登記する場合には、

限度額 1,000万円 

＜補助期間＞ 

３年度間 

２．新規賃借型企業立地促進補助金 

＜補助額＞ 

○賃借料（土地・家屋）の３分の１以内（限度額

500万円） 

※事務所を立地する場合には、補助率２分の１

とし、さらに本店として登記する場合には、限

度額 2,000万円 

○認定期間内に雇用した新規常時雇用者１人

当たり月額２万円（限度額 500万円） 

※立地施設を本店として登記する場合には、

限度額 1,000万円 

＜補助期間＞ 

３年間 

○工場または本社を市内で既に操業している

企業が、工場または本社を市内に別事業

所として整備すること（市内において移転

する場合を含む）、又は隣接地若しくは敷

地内に一体的な施設として整備すること。 

○投下固定資産額が 3,000 万円以上である

こと。 

〇雇用を維持すること。（減らさないこと） 

３．再投資型企業立地促進補助金 

＜補助額＞ 

○固定資産税及び都市計画税相当額の３分

の１以内（限度額 2,000万円） 

＜補助期間＞ 

 ３年度間 
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○５年間は事業を継続すること。 
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12208 

千葉県 

野田市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

野田市関宿はや

ま工業団地企業

誘致条例 

H15.5 関宿はやま工業団地内において、工場等を新設して事

業を行う事業者で、次の要件のいずれにも該当する事

業者 

○投下固定資産の総額が３億円以上であること 

○常時雇用従業員数が 30 人以上であること 

○土地取得後、３年以内に工場等の操業を開始してい

ること 

○市税を滞納していないこと 

奨励金 

初年度 

固定資産税に相当する額の

10分の 10以内 

２年度 

固定資産税に相当する額の

10分の７以内 

３年度 

固定資産税に相当する額の

10分の３以内 

（各年度上限 1,000 万円） 

野田市立地企業

補助金交付規則 

H27.9 工場等を市内に設置する事業者で、次の要件のいずれ

にも該当する事業者 

（新規立地） 

○製造業又は流通加工業の用に供する施設その他地

域経済の活性化に資するものとして市長が特に認める

施設を設置し、操業すること 

○設置する工場等の敷地面積が 1,000 平方メートル以

上であること 

○操業を開始する日において事業従事者が 10 人以上

であること 

○市税を滞納していないこと 

 

（再投資） 

○製造業の用に供する施設又は自然科学研究所を千

葉県内に既に設置し、操業している企業が、工場等を新

築し、増築し、又は改築し、操業すること 

○投下固定資産額が 10 億円以上であること 

○再投資に係る操業を開始する日において事業従事者

の数が、野田市立地計画認定申請書を市長に提出した

日における事業従事者の数以上であること 

○工場等の拠点の集約化等の事業高度化に資するもの

補助金 

土地(借地を含む)に係る固定

資産税に相当する額の３分の

１の額 

（上限 100万円） 
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であること 

○千葉県内において、３年以上操業していること 

○市税を滞納していないこと 
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12210 

千葉県 

茂原市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

茂原市企業立地促

進条例 

H17.4 施行 （工業地域又は準工業地域） 

①投下固定資産総額が３億円以上で、か

つ新規正規雇用者数 30人以上 

②投下固定資産総額が 50 億円以上で、

かつ新規正規雇用者数 50人以上 

③投下固定資産総額が 200億円以上で、

かつ新規正規雇用者数 100人以上 

④投下固定資産総額が 700億円以上で、

かつ新規正規雇用者数 300人以上 

企業立地奨励金 

（工業地域又は準工業地域） 

①指定施設に係る固定資産税相当額

の 90/100 に相当する額（ 

5千万円を限度とする）を３年間交付 

（交付限度額総額 1億 5千万円） 

②指定施設に係る固定資産税相当額

の 85/100 に相当する額（ 

1億円を限度とする）を４年間交付 

（交付限度額総額 4億円） 

③指定施設に係る固定資産税相当額

の 80/100に相当する額（１億 4,000万

円を限度とする）を５年間交付 

（交付限度額総額７億円） 

④指定施設に係る固定資産税相当額

の 75/100 に相当する額（ 

2億円を限度とする）を 5年間交付 

（交付限度額総額 10億円） 

（農産地域） 

①事業所の新設 

投下固定資産総額２億円以上で、かつ新

規正規雇用者数 30 人以上 

②事業所の増設又は移転 

投下固定資産総額 5,000 万円以上で、か

つ新規正規雇用者数 15人以上 

企業立地奨励金 

（農産地域） 

①指定施設に係る固定資産税相当額

（2億円を限度とする）を３年間交付 

（交付限度額総額 6億円） 

②指定施設に係る固定資産税相当額

（1億円を限度とする）を３年間交付 

（交付限度額総額 3億円） 

企業立地奨励金の交付決定を受けた指

定事業者 

雇用促進奨励金 

①市内に住所を有する新規正規雇用

者の数に 10万円を乗じて得た額 

（1,000 万円を限度） 
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12211 

千葉県 

成田市 

 

〈補助金，融資，奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

成田市企業立地促

進条例 

H18.3 

R3.4改正 

〇市内に工場及び事業所を有しない者が次の

⑴⑵いずれかの区域に工場又は事業所を

新設すること 

 ⑴豊住工業団地、野毛平工業団地、大栄工

業団地、成田新産業パーク 

 ⑵豊住工業団地、野毛平工業団地、大栄工

業団地、成田新産業パークを除く市内全域。

ただし、事業所は次に掲げる業種に限る。 

 ・農業（環境及び生育のモニタリングを基礎と

して、高度な環境制御を行うことにより、野菜

等の植物の周年生産又は計画生産が可能

な栽培施設に限る。） ・通信業（その他の固

定電気通信業に限る。） ・情報サービス業 

 ・インターネット附随サービス業 ・道路貨物

運送業 ・倉庫業 ・運輸に附帯するサービ

ス業（貨物運送取扱業（集配利用運送業を

除く）、こん包業、通関業） ・飲食料品卸売

業 ・医療用機械器具卸売業（歯科用機械

器具を含む。） ・医薬品卸売業及び医療用

品卸売業 ・学術。開発研究機関（自然科学

研究所に限る。） ・宿泊業（旅館、ホテルに

限る。） ・職員教育施設・支援業 

○投下固定資産額 1 億円(中小企業者は５千

万円)以上かつ常用雇用者数 10人以上の工

場又は事業所を新設。 

誘致奨励金 

○対象施設の土地、家屋及び償却資

産に係る固定資産税納税に相当する

額 

適用期間 ５年間 

○市内（大栄物流団地・野毛平工業団地・豊住

工業団地・大栄工業団地を除く）に本社を新

たに設置し，常用雇用者数 50人以上を雇用

していること（中小企業は 25人以上）。 

雇用奨励金 

○正規雇用者１人 10万円/年 

 非正規雇用者１人５万円/年 

適用期間 ５年間 

〇市内において５年以上操業しており、⑴⑵い

ずれかの区域に工場又は事業所を増設する

こと 

 ⑴豊住工業団地、野毛平工業団地、大栄工

再投資奨励金 

○対象施設の土地、家屋及び償却資

産に係る固定資産税納税に相当する

額 
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業団地、成田新産業パーク 

 ⑵豊住工業団地、野毛平工業団地、大栄工

業団地、成田新産業パークを除く市内全域。

ただし、事業所は次に掲げる業種に限る。 

 ・農業（環境及び生育のモニタリングを基礎と

して、高度な環境制御を行うことにより、野菜

等の植物の周年生産又は計画生産が可能

な栽培施設に限る。） ・通信業（その他の固

定電気通信業に限る。） ・情報サービス業 

 ・インターネット附随サービス業 ・道路貨物

運送業 ・倉庫業 ・運輸に附帯するサービ

ス業（貨物運送取扱業（集配利用運送業を

除く）、こん包業、通関業） ・飲食料品卸売

業 ・医療用機械器具卸売業（歯科用機械

器具を含む。） ・医薬品卸売業及び医療用

品卸売業 ・学術。開発研究機関（自然科学

研究所に限る。） ・宿泊業（旅館、ホテルに

限る。） ・職員教育施設・支援業 

○投下固定資産額 10億円(中小企業者は増設

に係る操業開始日から起算して３年を経過する

日までに 1.5億円)以上かつ常用雇用者数を維

持すること。 

適用期間 ３年間 
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12212 

千葉県 

佐倉市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

佐倉市企業

誘致・再投資

促進助成金

交付要綱 

H11.4 

H18.4 改正 

H21.4 改正 

H23.4 改正 

H24.10改正 

H25.9 改正 

H26.4 改正 

H28.3 改正 

 

日本標準産業分類のうち指定した企

業で、市内の工業団地等に事業所又

は生産加工設備を新設しようとする企

業 

○投下固定資産総額 １億円以上 

○常時雇用従業員 10人以上 

助成金 

企業誘致促進助成金 

○助成額 

・当該土地、家屋、償却資産（５年以上の契約で

賃借しているもの（以下「リース資産」という。）を

含む。）に係る固定資産税及び都市計画税の

納付額に相当する額の範囲内 

○助成期間 

・原則５年以内。 

・ただし、本社立地企業については原則７年以内

（リース資産は５年以内） 

日本標準産業分類のうち指定した企

業で、市内の工業団地等に事業所又

は生産加工設備を増設しようとする企

業 

○投下固定資産総額 １億円以上 

○常時雇用従業員 10人以上 

再投資促進助成金 

○助成額 

・当該土地、家屋、償却資産（５年以上の契約で

賃借しているもの（以下「リース資産」という。）を

含む。）に係る固定資産税及び都市計画税の

納付額に相当する額の範囲内 

○助成期間 

・原則５年以内。 

・ただし、本社立地企業については原則７年以内

（リース資産は５年以内） 

企業立地促進助成金の適用を受けて

おり、かつ、緑化推進のための協定等

を締結し、緑化推進のために植栽をし

維持管理していること 

緑化推進奨励金 

○助成額 

・植栽及び維持管理に要した経費に相当する額

の２分の１以内の額（助成対象期間内で限度額

100万円) 

○助成期間 

・５年以内 

テナントとしてビル等に入居し、雇用

従業員数が５人以上のもの（市内企業

は原則除く） 

賃貸型立地促進助成金 

○助成額 

・年間テナント賃借料の２分の１以内の額(年間限

度額 150万円。ただし、本社立地企業について

は 300万円。） 
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○助成期間 

・原則３年以内 

企業立地促進助成金又は賃貸型立

地促進助成金の適用を受けており、か

つ、情報機器を賃借すること 

賃貸型情報機器助成金 

○助成額 

・情報機器賃借料の２分の１以内の額 

（年間限度額 50万円） 

○助成期間 

・原則３年以内 

企業立地促進助成金又は賃貸型立

地促進助成金の適用を受けており、か

つ、市内に住所を有する者又は市内

に転入する者を雇用保険一般被保険

者及び厚生年金保険被保険者として

操業開始年月日の前後３か月以内に

新規に１年間以上継続して雇用したも

の 

地元雇用促進奨励金 

○助成額 

・被用者１人当たり年間 10万円 

○助成期間 

・被用者が被保険者の資格を取得した日から３年

以内 

佐倉市地域

総合整備資

金貸付要綱 

H25.9 

H26.4 

次の各号のいずれにも該当する事

業（※１）を行う民間事業者等 

（1）公益性、事業採算性、低収益性等

の観点から実施されるもの 

（2）事業の営業開始に伴い、事業地

域内において５人以上の新たな雇

用の確保が見込まれるもの 

（3）貸付対象費用の総額（用地取得

費を除く。）が 2,500万円以上のもの 

（4）用地取得等の契約後５年以内に

事業の営業開始が行われるもの 

※１ 次に掲げる施設を整備する事業

を除く。 

（1）第三者に売却し、又は分譲するこ

とを予定する施設 

（2）風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律第２条第１項に

規定する風俗営業及び同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業の

用に供される施設 

融資 

市が金融機関等と共同して地域振興に資する

民間事業活動等を支援し、もって活力と魅力ある

地域づくりの推進に寄与するため、財団法人地域

総合整備財団の支援を得て、予算の範囲内にお

いて民間事業者等に対して行う無利子資金の貸

付け（いわゆる「ふるさと融資」）を行う。 

○貸付限度額 

・貸付対象費用（設備の取得等に係る費用及び

当該設備の取得等に伴い必要となる付随費

用）から国庫補助金等の額を控除した額の 35

パーセント以内（上限 10億 5,000万円（貸付対

象事業が１会計年度を越えて実施される場合

であって、複数の施設を一体的かつ複合的に

整備するものであるときは、15 億 7,000 万円））

（※２） 

※２ 平成 33 年３月 31 日までの間は、45 パーセ

ント以内（上限 16億 8,000万円（貸付対象事業

が１会計年度を越えて実施される場合であっ

て、複数の施設を一体的かつ複合的に整備す

るものであるときは、25億 3,000万円）） 

○貸付利率 

・無利子 

○償還期間 
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・15年（５年以内の据置期間を含む。）以内 

○債権の保全 

・民間金融機関等確実な保証人の連帯保証を徴

する。 

詳しくはこちら（佐倉市ホームページ） 

 

  

http://www.city.sakura.lg.jp/sakura/kigyoyuchi/shienseido.htm
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12213 

千葉県 

東金市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

東金市企業立地奨励

条例 

R3.3 ◯対象業種：日本標準産業分類に掲げる

業種の事業（一部事業を除く。） 

◯常時雇用する従業員が５人以上である

こと。 

○取得した土地・家屋・償却資産の総額

が一定金額以上であること。 

・本市に事業所を有しない事業者が新た

に事業所を市内へ設置する場合：１億円

以上 

・市内に既に設置している事業所への増

改築を伴う設備投資の場合：５千万円以上 

奨励金 

○固定資産税相当額の範囲内 

（３年間） 
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12215 

千葉県 

旭市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

【市内全域】 

新設 5千万円以上 

増設 3千万円以上 

５人以上 

課税免除 固定資産税 ５年 

【産業振興促進区域】 

[製造業又は旅館業] 

・資本金 5,000 万円以下 

 →取得価額 500万円以上 

・資本金 5,000 万円超 

     ～1億円以下 

 →取得価額 1,000 万円以上 

・資本金 1億円超 

 →取得価額 2,000 万円以上 

[情報サービス業等又は農林水

産物等販売業] 

 →取得価格 500万円以上 

－ 

（過疎地域） 

課税免除 

固定資産税 ３年 

 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

旭市企業誘致及

び雇用の促進に関

する条例 

H31.3 市内全域 補助金 

①雇用奨励金 

・補助額（雇用純増 1人あたり 30万円） 

・1,200万円限度 

②緑化奨励金 

・補助額（緑化面積 1㎡につき 2,000円） 

・1,000万円限度 
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12217  

千葉県 

柏市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

＜産業分野＞バイオ、ナノ、ロボット、情報通信、環境、ライフサイエンス・健康・医療、食品、ＡＩ等 

＜施設＞工場、研究所等 

＜地域＞工業専用・工業地域、工業団地、工場適地等 

＜面積＞設置事業施設の敷地面積 1,000平方メートル以上 

30,000 10 ・投下固定資産額の２％

の額 

・投下固定資産の２％の

額又は 200 万円のいず

れか低い額 

市内に事務所もしく

は事業所又は事業施

設を有していない場

合 

１年 

10,000 10 ・投下固定資産額の１％

の額 

・投下固定資産の１％の

額又は 200 万円のいず

れか低い額 

市内に事務所もしく

は事業所又は事業施

設を有している場合 

１年 

5,000 10 ・投下固定資産額の１％

の額 

・投下固定資産の１％の

額又は 200 万円のいず

れか低い額 

東葛テクノプラザ又は

東大柏ベンチャープ

ラザに入居していた

企業で，退去後３年

以内に立地計画書の

提出を行う場合 

１年 
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12218 

千葉県 

勝浦市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

個人の場合 500 

法人の場合 

 ・資本金 1,000万円以下の法人 

  ⇒500 

 ・資本金 1,000 万円越～5,000

万円以下の法人 

  ⇒1,000 

 ・資本金 5,000万円超の法人 

⇒2,000 

― (半島振興地域) 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率 0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 

製造業又は旅館業 500 

・資本金5,000万円超～1億円

以下の法人 

 ⇒1,000 

・資本金1億円超の法人 

  ⇒2,000 

情報サービス業等又は農林水産

物等販売業 500 

― (過疎地域) 

課税免除 

固定資産税 ３年間 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

勝浦市企業立地

促進条例 

H28.9 

施行 

市内に対象となる業種の事業所を新

設、増設又は設備更新する企業等で

投下固定資産額が 500 万円（法人に

あっては、資本金の額によって取得価

格要件が変更）以上に該当する場合 

 

対象業種：製造業、旅館業、情報サー

ビス業等、農林水産物等販売業、流

通加工業、植物工場、観光業 

○企業立地奨励金 

対象事業の新設、増設又は設備更新に要する土

地、家屋又は償却資産のうち新たに課税対象と

なる資産に係る固定資産税収納相当額を３年間

奨励金として交付（不均一課税事業者は不均一

課税後の額を限度） 

市内に対象となる業種の事業所を新

設する場合で市内に在住かつ雇用保

険の適用となる３人以上を新たに正規

○雇用促進奨励金 

新規雇用者１人あたり 50万円 

（2,000 万円を限度額とし、交付は１回限りとする） 
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雇用した場合 

 

対象業種：製造業、旅館業、情報サー

ビス業等、農林水産物等販売業、流

通加工業、植物工場、観光業 
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12219 

千葉県 

市原市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

市原市企業立

地促進条例 

H12.3  

(R1.9 改正) 

工場であって、投下固定資産額が５億

円以上又は研究所もしくは社宅であって、

投下固定資産額が 1.5 億円以上であるこ

と。 

＜大規模立地奨励金＞ 

投下固定資産に係る各年度における固定

資産税相当額の 100分の 50に相当する額。 

(対象施設に固定資産税が課せられることと

なる年度から５年間で、限度額に達するまでと

し、総額 50億円まで)。 

成長分野関連施設であり、投下固定資

産額が３億円以上であること。 

※成長分野関連施設：先端素材関連分

野、医療関連分野、新エネルギー関連分

野、環境リサイクル関連分野、情報通信関

連分野。 

＜成長分野立地奨励金＞ 

投下固定資産に係る各年度における固定

資産税相当額の 100分の 60に相当する額。 

(対象施設に固定資産税が課せられることと

なる年度から５年間で、限度額に達するまでと

し、総額５億円まで)。 

対象施設のうち工場又は研究所であっ

て、事業者が中小企業者であり、かつ、投

下固定資産額が 5,000 万円以上であるこ

と。 

＜立地奨励金＞ 

投下固定資産に係る各年度における固定

資産税に相当する額。 

(対象施設に固定資産税が課せられることと

なる年度から、５年間で、限度額に達するまで

とし、総額３億円まで)。 

対象施設のうち工場又は研究所であっ

て、事業者が中小企業者であり、かつ、投

下固定資産額が、当該施設に係る操業を

開始した日から３年を経過するまでに１億

円以上であること。 

※当該施設の操業に係る投下固定資産

額を 1,000万円以上含む。 

＜累積投資型立地奨励金＞ 

 投下固定資産に係る各年度における固定資

産税に相当する額。 

 (全ての対象施設に固定資産税が課せられ

ることとなる年度から、５年間で、限度額に達

するまでとし、総額３億円まで)。 

流通加工施設であり、投下固定資産額

が１億円以上であること。 

＜流通加工施設奨励金＞ 

投下固定資産に係る各年度における固定

資産税に相当する額。 

(対象施設に固定資産税が課せられることとな

る年度から、５年間で、限度額に達するまでと

し、総額３億円まで)。 

上記の奨励金を受けた事業者が新規

常用雇用者又は配置転換雇用者を１年

＜雇用促進奨励金＞  

交付要件を満たす新規雇用者１人につき
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以上雇用し、かつ、当該新規雇用者が交

付申請時に市内に在住していること。 

50万円とする。 

(指定を受けた年度の翌年度限りとし、総額

5,000万円まで) 
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12220 

千葉県 

流山市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

流山市企業等

立地の促進に

関する条例 

H18.4 

H21.1 改正 

H22.10改正 

H30.7 改正 

〈共通要件〉 

1.流山市内の事業所の用に供する建物を

取得、若しくは新築し、又は賃借して事業を

開始するもの 

2.国税、都道府県税及び市町村税を完納し

ていること 

奨励金・助成金 

（製造業の工場として建物を賃借した場合

を除く。） 

① 投資固定資産額１億円以上 

②常時雇用従業員数が 10 人以上 

③対象施設： 

○産業分類が総合工事業の用に供する事

業所 

○産業分類が製造業の用に供する工場 

○産業分類が情報通信業の用に供する事

業所 

○産業分類が学術研究、専門・技術サービ

ス業の用に供する事業所 

○バイオテクノロジー、ナノテクノロジー、ロ

ボット等の先端技術関連業務の用に供する

事業所 

○産業分類が一般診療所のうちの産科又

は小児科 

○その他特に産業の振興又は市民福祉の

向上に寄与すると市長が認めるもの 

※産業分類とは、日本標準産業分類（平成

25年総務省告示第 405号。）をいう。 

企業等立地促進奨励金 

○固定資産税及び都市計画税の収納額

に相当する額を５年間交付（本社機能を

有する場合は７年間交付（産科又は小児

科の一般診療所を除く。）） 

①企業等立地促進奨励金の交付要件を満

たした立地企業等に対して、その所有する

土地又は建物を賃貸すること 

立地企業等協力金 

（製造業の工場に建物を賃貸した場合を

除く。） 

①立地に係る土地を取得し、又は賃借した

後に１年以上雇用した常時雇用従業員のう

ち、市内に住所を有する期間が１年以上の

ものを５人以上雇用していること 

雇用奨励金 

○新規雇用従業員１人当たり 20万円を交

付（１回限り 600万円限度） 
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①立地をした日までに、事業を行う施設に

発電能力が 10kw以上の太陽光発電設備を

設置した企業 

環境配慮型設備設置費助成金 

○太陽光発電設備設置費助成金 

１kw 当たり５万円を乗じた額を交付（１回

限り 100万円限度） 

①立地をした日までに、事業を行う施設に

有効貯水量５㎥以上の雨水利用設備を設

置した企業 

○雨水利用設備設置費助成金 

１㎥当たり５万円を乗じた額を交付（１回限

り 100万円限度） 
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12222 

千葉県 

我孫子市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

【企業立地促進補助金】 

＜新規立地支援費＞ 

●対象：市内で新たに立地する製造業の工場、自

然科学研究所、流通加工施設、商業施設 

●従業員（常時雇用者）数：５人以上 

●敷地面積：1,000 ㎡以上※商業施設の場合は店

舗面積。 

 

新たに取得した土地・

家屋・償却資産に係る

固定資産税相当額 

 

 

 

最大 1,000万円／年 

 

３年間 

＜再投資支援費＞ 

●対象：既存事業所の敷地内または隣地にて再投

資する製造業の工場、自然科学研究所、流通加工

施設又は商業施設 

●投下固定資産額：（大企業）10億円以上 

         （中小企業）5,000万円以上 

●雇用が維持されること 

 

最大 500万円/年 

 

＜社員寮整備支援費＞ 

●対象：市内に新たに設置する社員寮。市内の既

存社員寮の建て替える場合。 

●社員寮に居住している従業員が本市の住民基本

台帳に記録されていること。 

●従業員が居住するための室数が５戸以上である

こと。 

 

新たに取得した土地・

家屋に係る固定資産税

相当額 

 

最大 500万円/年 

［上乗せメニュー］ 

＜雇用拡大支援費＞ 

●新規立地支援費または再投資支援費に係る立地

計画の認定を受けていること。 

●新規立地・再投資に伴い、1 年以上市内に住所

を有する新規雇用者・移住者がいること。 

（新規雇用者）新たに雇用した市内に住所する常時

雇用者 

（移住者）新規立地又は再投資に伴い本市に移住

した既存の常時雇用者 

 

 

 

新規雇用者・移住者１

人につき 10万円 

 

 

 

 

 

 

 

最大 200万円 

 

 

 

 

 

 

 

操業開始日の３

か月前から３年

後まで 
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＜雇用環境向上支援費＞ 

●新規立地支援費または再投資支援費に係る立地

計画の認定を受けていること。 

●次のいずれかの認定を受けていること。 

（くるみん認定、えるぼし認定、ユースエール認定、

もにす認定、安全衛生優良企業認定） 

 

１認定につき 10万円 

 

最大 50万円 

 

1回 

＜環境負荷低減支援費＞ 

●新規立地支援費または再投資支援費、社員寮整

備支援費に係る立地計画の認定を受けていること。 

●太陽電池の最大出力が 10キロワット以上であるこ

と 

●発電システム開始日までに発電システムを運用し

ていること 

●太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュ

ール、附属機器等が未使用品であること 

 

出力値 1 キロワットあた

り２万円 

 

最大１００万円 

 

１回 
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12223 

千葉県 

鴨川市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

〇投下固定資産の金額（取得価

格）が次の要件を満たすもの 

・業種及び資本金規模等に応じ

て 500 万円から 2,000 万円以上

が対象 

 

〇対象業種 

・製造業、旅館業、農林水産物

等 

販売業、情報サービス業等 

― (半島振興地域) 

不均一課税 

○固定資産税 

・直接事業の用に供す

る次の固定資産が対象 

・土地、家屋及び償却

資産（機械及び装置

等） 

 

○適用税率 

初年度 0.14/100 

２年度  0.35/100 

３年度  0.70/100 

 

３年間 

（旧天津小湊町地域） 

〇投下固定資産の金額（取得価

格）が次の要件を満たすもの 

・業種及び資本金規模等に応じ

て 500 万円から 2,000 万円以上

が対象 

 

〇対象業種 

・製造業、旅館業、農林水産物

等 

販売業、情報サービス業等 

― （過疎地域） 

課税免除 

○固定資産税 

・直接事業の用に供す

る次の固定資産が対象 

・土地、家屋及び償却

資産（機械、装置等） 

 

〇課税免除 

 

３年間 

 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

鴨川市企業立地及

び雇用の促進に関

する条例 

H26.3 ○すべての業種（条例施行規則で

規定する事業を除く） 

○新設の場合 

投下固定資産総額１億円以上かつ

新規雇用者 10 人以上（中小企業

○企業立地奨励金 

新設又は増設に伴い、新たに取得した固定資

産に係る固定資産税収納額相当額 

交付期間：３年度間 

○雇用促進奨励金 
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者は、5,000 万円以上かつ５人以

上） 

○増設の場合 

投下固定資産総額 5,000 万円以

上かつ新規雇用者５人以上（中小

企業者は、2,000 万円以上かつ２

人以上） 

操業開始日から１年経過後の新規雇用者１人

につき 10万円（上限 3,000万円） 

交付回数：１回限り 

鴨川市地域総合整

備資金貸付要綱 

H26.3 ○法人格を有する民間事業者等 

○次のすべての条件を満たす事業

（要綱で規定する事業を除く） 

（1）公益性、事業採算性、低収益

性等の観点から実施されるもの 

（2）事業の営業開始に伴い、市内

において５人以上の新たな雇用の

確保が見込まれるもの 

（3）用地取得費を除いた貸付対象

費用の総額が 2,500万円以上のも

の 

（4）用地取得等契約後５年以内に

事業の営業開始が行われるもの 

○施設及び設備の取得などに係る資金の一部

を無利子で融資 

○通常の地域 

（1）通常施設 

・融資限度額：10億 5,000万円 

・融資比率：35パーセント 

（2）複合施設 

・融資限度額：15億 7,000万円 

・融資比率：35パーセント 

○過疎地域（天津小湊地区） 

（1）通常施設 

・融資限度額：13億 5,000万円 

・融資比率：45パーセント 

（2）複合施設 

・融資限度額：20億 2,000万円 

・融資比率：45パーセント 

詳しくはこちら（企業立地及び雇用促進奨励制度） 

 

 

 

 

  

https://www.city.kamogawa.lg.jp/soshiki/25/820.html
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12224 

千葉県 

鎌ケ谷市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉※鎌ケ谷市企業誘致促進条例〉 

適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額（万円以上） 

従業員（人以上） 

○企業立地奨励金 

・投下固定資産総額 

【新設】１億円以上 

【市内再投資】5,000万円以上 

※対象事業「キ」を除く 

・従業員 

【新設】常用雇用者 10人以上 

【市内再投資】常用雇用者５人以上 

※対象事業「キ」を除く 

○対象事業 

ア製品の製造に係る事業 

※主として管理事務を行う本社等 

イ本市の特産品の加工に係る事業 

※市内で栽培された梨の加工を含む

ものに限る 

ウ情報通信に係る事業 

エ運輸又は物流に係る事業 

オ小売に係る事業 

カ教育又は学習支援に係る事業 

キ医療（産科及び夜間診療を行う小

児科に限る。）に係る事業 

ク農業（植物工場によるものに限る。）

に係る事業 

ケアからクまでに掲げるもののほか、

市長が特に必要と認める事業 

○対象地域 

・市街化区域 

第一種住居地域・第二種住居地域・

準住居地域・近隣商業地域・商業地

域・準工業地域 

・市街化調整区域 

特定流通業務施設地区 

※医療業は市内全域が対象 

※新鎌ケ谷特定土地区画整理事業

施行地区を除く 

【取得型】 

○1 固定資産税・都市

計画税相当額 

○2 法人市民税（限度

額：年間 300 万円）相

当額 

【賃借型】※新設のみ 

法人市民税相当額

（限度額：年間 300 万

円） 

【取得型】 

５年間 

【賃借型】 

３年間 

○企業誘致協力金 

・指定企業に事業施設を売却又は賃貸

すること 

・国税及び地方税を滞納していないこと 

固定資産税・都市計

画税相当額 

【売却】 

１年間 

【賃貸】 

３年間 
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12225 

千葉県 

君津市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

君津市企業誘

致条例 

S62.4 

H19.4 改正 

H27.4改正 

H28.4改正 

R3.4 改正 

<立地奨励金> 

本市に事業所を新設・増設する企業 

① 対象業種 

製造業、情報通信業、流通加工業、卸売

業、小売業、飲食サービス業、農業、宿泊

業、観光業、新エネルギー関連産業 

 

② 投資・雇用等条件 

・製造業、情報通信業、流通加工業の場

合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が１億円以上（事業所内に保育施設を

設置する場合は 5千万円以上）であること 

かつ、常用雇用者５人以上であること 

 

・卸売業、小売業、飲食サービス業の場

合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が１億円以上（事業所内に保育施設を

設置する場合は５千万円以上）であること 

かつ、常用雇用者 10人以上であること 

 

・農業の場合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が３千万円以上であること 

かつ、常用雇用者３人以上であること 

 

・宿泊業の場合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が１億円以上（事業所内に保育施設を

設置する場合は５千万円以上）であること 

かつ常用雇用者３人以上であること 

 

【奨励金交付額】 

① 市内に事業所を有しない企業が市内

へ新たに事業所を設置する場合（以

下、新設ア） 

法人市民税・固定資産税・都市計画税の納

付相当額を５年間交付 

 

② 市内に事業所を有する企業が既存事

業所とことなる業種の事業所を市内へ

設置（以下、新設イ） 

当該事業所に係る固定資産税・都市計画税

納付相当額を５年間交付 

 

③ 市内に事業所を有する企業が事業拡大

のため同一業種の事業所を市内に設置

する場合（以下、増設） 

当該事業所に係る固定資産税・都市計画税

納付相当額を５年間交付 
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・観光業の場合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が２億円以上（事業所内に保育施設を

設置する場合は 1億円以上）であること 

かつ常用雇用者５人以上であること 

 

・新エネルギー関連産業の場合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が３億円以上（事業所内に保育施設を

設置する場合は１億５千万円以上）である

こと 

かつ常用雇用者 10人以上であること 

 

※増設の要件 

新設した事業所の操業開始日から 10 年

以内の増設であること 

※新設・増設の共通要件 

環境の保全について、適切な措置が講じ

られていること 

<累積投資型立地奨励金> 

本市に事業所を新設・増設する企業 

① 対象業種 

製造業、情報通信業、流通加工業、卸売

業、小売業、飲食サービス業 

 

② 投資・雇用等条件 

・新設の場合 

（製造業、情報通信業、流通加工業） 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が３年以内に２億円以上（事業所内に

保育施設を設置する場合は１億円以上）

であること、又は、投下固定資産の取得に

要する費用が３年以内に１億円以上（事

業所内に保育施設を設置する場合は５千

万円以上）かつ常用雇用者５人以上であ

ること 

 

（卸売業、小売業、飲食サービス業） 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が３年以内に２億円以上（事業所内に

【奨励金交付額】 

新設（新設ア、イ）又は増設した企業 

固定資産税・都市計画税・法人市民税（※）

の納付相当額を３年間交付 

※法人市民税納付相当額については、市

内に事業所を有しない企業が新たに事業所

を設置する場合に限る 

【交付申請回数】 

何度でも可能 
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保育施設を設置する場合は１億円以上）

であること、又は、投下固定資産の取得に

要する費用が３年以内に１億円以上（事

業所内に保育施設を設置する場合は５千

万円以上）かつ常用雇用者 10 人以上で

あること 

 

・増設の場合 

投下固定資産の取得に要する費用の総

額が３年以内に２億円以上（事業所内に

保育施設を設置する場合は１億円以上）

であること 

 

※共通要件 

環境の保全について、適切な措置が講じ

られていること 

指定の申請時に取得した投下固定資産

額について３千万円以上の投資がなされ

ていること 

 

＜雇用促進奨励金＞ 

① 対象業種 

製造業、情報通信業、流通加工業、卸売

業、小売業、飲食サービス業、農業、宿泊

業、観光業、新エネルギー関連産業 

 

② 投資・雇用等条件 

操業開始日の６ヶ月前から３ヶ月後の期

間に、事業所内において新規に雇用した

市民常用雇用者のうち、操業開始日から

15 か月経過した日に引き続き雇用してい

る市民常用雇用者が５人以上の場合 

 

【奨励金交付額】 

１名に付き 30 万円を交付 

※１回限り 

＜大規模設備投資奨励金＞ 

本市に新設した事業所において、10 年以

上事業を行っている企業 

① 対象業種 

製造業、情報通信業、流通加工業、卸売

業、小売業、飲食サービス業 

 

【奨励金交付額】 

① 設備投資の場合 

新たに取得する設備に課せられる固定資産

税の納付相当額を３年間交付 

 

② 社宅の場合 

土地建物に課せられる固定資産税、都市計
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② 投資・雇用等条件 

・設備投資の場合 

一体の工事による投下固定資産の取得

に要する費用の総額が５億円以上である

こと、かつ設備投資が雇用の削減を目的

としたものではないこと 

 

・社宅の場合 

一体の工事による投下固定資産の取得

に要する費用の総額が１億５千万円以上

であること 

 

※共通要件 

環境の保全について、適切な措置が講じ

られていること 

画税の納付相当額を３年間交付 

 

※共通事項 

一の企業につき、１年度あたり２億円を限度

とする 

詳しくはこちら（君津市企業誘致奨励金制度）  

https://www.city.kimitsu.lg.jp/soshiki/24/72.html
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12226 

千葉県 

富津市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

富津市企業誘致条例 S61.3 

H16.9 改正 

○投下固定資産総額１億円以上の新設 

○常時雇用従業員数 10人以上 

○環境の保全について適切な措置が講じられ

ていること 

奨励金 

○固定資産税収納額相当額の範

囲内 

（３年間） 
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12228  

千葉県 

四街道市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額 

（万円以上） 
従業員（人以上） 

１億円以上 事業所の操業開始

日に事業所に勤務

する常用雇用者が

10 人以上で、そのう

ち５人以上が市民 
企業立地促進補助

金 

【同一名義で課税さ

れる資産の全部で

ある場合】 

固定資産税及び都

市計画税全額 

 

【上記以外】 

当該補助対象資産

に係る固定資産税

及び都市計画税の

税相当額の合計額 

操業開始日の属する

年の翌年 4月 1日か

ら起算して３年間（指

定立地企業が本社を

有する場合は５年間） 

１億円以上 事業所の操業開始

日に事業所に勤務

する常用雇用者が

10 人以上で、そのう

ち５人以上が市民 
雇用創出促進補助

金 

操業開始日から起

算して 1 年以上市

民であり、かつ、１

年以上継続雇用が

ある常用雇用者１

人につき 20万円 

※上限額 400 万円

（本社機能を有する

場合は 600万円） 

操業開始日の属する

年の翌年 4月 1日か

ら起算して１年間（申

請期間） 

１億円以上 事業所の操業開始

日に事業所に勤務

する常用雇用者が

10 人以上で、そのう

ち 5人以上が市民 
企業立地協力補助

金 

・指定立地企業に

貸与する土地又は

建物の契約期間が

５年以上 

・指定立地企業との

関係において同族

会社又は関連会社

でないこと 

 

①協力者が単独で

土地又は家屋を貸

操業開始日の属する

年の翌年 4月 1日か

ら起算して３年間 
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与する場合 

【同一名義で課税さ

れる資産の全部で

ある場合】 

固定資産税（償却

資産の課税標準額

を除き計算した額）

及び都市計画税の

合計額の 1/2の額 

 

【上記以外】 

固定資産税（償却

資産の課税標準額

を除き計算した額）

及び都市計画税の

税相当額の 1/2 の

額 

 

②協力者が複数で

5,000 ㎡以上の一

団の土地（一体とし

て利用可能なひと

まとりの土地）を共

同で貸与する場合 

 

【同一名義で課税さ

れる資産の全部で

ある場合】 

固定資産税（家屋

及び償却資産の課

税標準額を除き計

算した額）及び都市

計画税（家屋の課

税標準額を除き計

算した額）の額全額 

 

【上記以外】 

固定資産税（家屋

及び償却資産の課

税標準額を除き計
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算した額）及び都市

計画税（家屋の課

税標準額を除き計

算した額）の税相当

額の合計額 
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12229 

千葉県 

袖ケ浦市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

袖ケ浦椎の

森工業団地

企業立地促

進条例 

H16.12 

H27.3 

改正 

【企業立地奨励金】 

袖ケ浦椎の森工業団地内に工場等を新設し

た企業。 

袖ケ浦椎の森工業団地内に新設した工場等

に係る固定資産税の納付額の 100分の 50に

相当する額を５年間交付する。（限度額年２億

円） 

重点立地促進分野であって、操業開始日に

おける事業従事者数が 50 人以上の場合は、

固定資産税の納付額に相当する額を３年間

交付する。 

（限度額年２億円） 

【地元雇用奨励金】 

袖ケ浦椎の森工業団地内に工場等を新設

する企業が、市内に１年以上住所を有する

者を工場の操業開始の１年前の日から操業

開始後１年以内に常用雇用者として新規に

雇用し、かつ、雇用した日から起算して１年

以上雇用した場合。 

１人当たり 30万円を１回限り交付する。 

袖ケ浦市企

業振興条例 

H22.4 

H26.12 

改正 

R1.12 

改正 

【新規立地奨励金】 

一体の工事により取得した対象施設の新設

で投下固定資産額が３億円以上。 

中小企業者にあっては１億円以上（宿泊施

設にあっては 5,000万円以上、卸売・小売関

連施設にあっては投下固定資産額（土地に

係る部分を除く。） が 5,000 万円以上）のも

の。 

対象施設に係る各年度における固定資産税

納付相当額の 100 分の 50 に相当する額を、

固定資産税が課せられることとなる翌年度か

ら５年間交付する。ただし、１事業者につき１

年度当たり２億円を限度とする。 

【大規模設備投資奨励金】 

一体の工事により取得した対象施設の増設

又は更新で投下固定資産額が５億円以上

（研究関連施設、環境対応型施設にあって

は３億円以上）。 

中小企業者にあっては３，０００万円以上 

○卸売・小売関連施設にあっては店舗面積

1,000㎡以上を対象とする。 

対象施設に係る各年度における固定資産税

納付相当額の 100 分の 50 に相当する額を、

固定資産税が課せられることとなる翌年度か

ら３年間交付する。（研究関連施設、環境対

応型施設にあっては５年間）ただし、１事業者

につき１年度当たり１億円（研究関連施設にあ

っては２億円）を限度とする。 

【成長分野促進】（新設） 対象施設に係る各年度における固定資産税
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成長分野（※）に係る対象施設の新設で、投

下固定資産額が３億円以上 

※環境・新エネルギー関連分野、情報通信

関連分野、先端素材関連分野、医療関連分

野 

納付相当額の 100 分の 60 に相当する額を、

固定資産税が課せられることとなる翌年度か

ら５年間交付する。ただし、１事業者につき１

年度当たり１億円を限度とする。 

【地元雇用奨励金】 

対象施設の新設、増設又は更新に伴い、市

内に住所を有する者を常用雇用者として新

規に雇用し、かつ、雇用した日から１年以上

継続して雇用した場合。 

新規雇用者１人当たり 30万円とする。１回限り。 
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12230  

千葉県 

八街市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

八街市企業立地

促進助成金交付

要綱 

H28．4 ①市内において工場等を有しない者が市内の土地

の所有権又は借地権を取得し、新たに工場等を

設置し事業を開始するとともに、将来にわたって

事業を継続する見込みであること。 

②設置する工場等の敷地面積が 1,000 ㎡以上であ

ること。 

③設置する工場等の事業の用に供するために取得

する投下固定資産額が 1 億円以上であること。 

④設置する工場等で従事する正規雇用者が５人以

上であること。 

※上記の要件をすべて満たしていること。 

○助成内容 

事業の用に供するために取得し

た土地（借地の場合を除く）、家

屋、償却資産に係る固定資産税

納税額に相当する額 

○助成期間 

 八街市企業立地促進助成金交付

要綱第６条に規定する認定企業

事業開始届に記載された事業開

始年月日の翌年の４月１日から起

算して３年以内 
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12232 

千葉県 

白井市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

白井市企業立地促

進条例 

H18.4 

H28.4 改正 

①土地を確保した後、３年以内に操業

を開始していること 

②投下固定資産額が１億円以上であ

ること 

③10 人以上の常用雇用者を雇用して

いること 

④市税等を完納していること 

奨励金 

〈企業立地奨励金〉 

①交付期間 

・操業開始後、最初に固定資産税及び都市

計画税が賦課される年度から起算して５

年間 

②交付金額 

・各年度の固定資産税及び都市計画税相

当額の１/２ 

③交付時期 

・各年度の市税、使用料その他の公課を完

納した日以降 

①操業開始日の３箇月前から操業開

始後の３箇月後までの間に市民（外

国人を含む）である常用雇用者（雇

用保険の未加入者を除く）を５人以

上、引き続き１年以上雇用している

こと 

②市税等を完納していること 

〈雇用促進奨励金〉 

①交付回数 

・１回限り 

②交付金額 

・市民常用雇用者１人につき、10 万円を交

付（市民常用雇用者が障害者の場合は１

人につき 30 万円を交付） 

③交付時期 

・交付操業開始日から起算して 15箇月を経

過した日以降 

白井市商業施設等

誘致促進条例 

H31.4 ①市街化調整区域のうち、市都市マ

スタープランに基づく土地利用方針

図における公益的施設誘導地区に

おいて都市計画の決定を受けた地

区計画の区域における開発行為及

び関連する施設の整備に 1 億円以

上の事業費を支出していること 

奨励金 

（商業施設等立地奨励金） 

①交付期間 

・施設業務開始後、最初に固定資産税及び

都市計画税が賦課される年度から起算し

て３年間 

②交付金額 

・各年度の固定資産税及び都市計画税相

当額（※開発行為を行う前から区域内に

存していた家屋や付随する土地・償却資

産、施設で事業を営むものが区域内で賃
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借している償却資産を除く） 

③交付時期 

・各年度の市税、使用料その他の公課を完

納した日以降 
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12233 

千葉県 

富里市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の優遇措置等〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

富里市工業団地企

業立地促進条例 

H16.4 施行 ①富里工業団地及び富里第二工業団地

に立地する企業であること 

②投下固定資産額が１億円以上の工場、

研究所、その他事業所であること 

③操業開始時対象施設の常用雇用者が５

名以上であること 

④公害等発生防止の措置、周辺環境に

十分配慮された施設であること 

⑤市税等が完納されていること 

奨励金 

○立地奨励金 

対象施設の固定資産税収納相当額

を限度として、操業開始の翌年の４月

１日から起算して３年間交付 

※都市計画税は対象外とする 

○雇用奨励金 

操業開始時に富里市民を５名以上新

規に正規雇用した場合に、１人 10 万

円を操業開始した日から１年を経過し

た日以後に１回に限り交付 

※新規正規雇用者は、操業開始３ヶ

月前から操業日までに雇用された者

とする 

富里市企業立地促

進条例 

R2.10 施行 ①富里市都市計画課策定の「市街化調整

区域における土地利用方針及び地区計

画ガイドライン」等に位置付けられた地域

に立地する企業であること 

②投下固定資産額１億円以上 

③対象施設の敷地面積が１ha以上 

④対象施設の常時雇用者が５人以上 

⑤公害等の発生防止の措置がなされ、周

辺環境に十分配慮された対象施設である

こと 

⑥市税等を完納していること 

 

〇立地奨励金 

対象施設の固定資産税収納相当額

を限度として、操業開始の翌年の４月

１日から起算して２年間交付。ただし、

本社事務所についは操業開始の翌

年の４月１日から起算して３年間交

付。 

○雇用奨励金 

操業開始時に富里市民を５名以上新

規に正規雇用した場合に、１人 10 万

円を操業開始した日から１年を経過し

た日以後に１回に限り交付 

※新規正規雇用者は、操業開始３ヶ

月前から操業日までに雇用された

者とする 
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12234 

千葉県 

南房総市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額  （万円以

上） 
従業員 （人以上） 

(半島振興地域) 

― 
― 不均一課税 

固定資産税 

初年度税率 0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 

（過疎地域） 

― 
― 課税免除 固定資産税 ３年間 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

南房総市企業誘致

及び雇用促進に関

する条例 

H21.9 施行 

H24.4 改正 

R3.9.22改正 

R5.4.1 改正 

①市が指定する業種 

②新規立地企業及び事業拡大す

る事業者 

③投下固定資産総額が１億円以

上（中小企業3,000万円以上）※土

地・建物・償却資産 

④新規常用雇用者のうち市内在住

が 10人以上（中小企業３人以上） 

立地奨励金 

○投下固定資産に係る固定資産税の収納額

に相当する額 

・交付期間 ５年間 

雇用促進奨励金 

○新規雇用者で１年以上の常用雇用者１人に

つき 60万円（総額 3,000 万円を限度） 

○交付回数 １年を経過後１回限り 

環境推進奨励金 

○新エネルギー利用施設を国又はそれに準じ

る機関から補助を受けて設置したとき 

○当該補助の算定基準額の 1/10 に相当する

額を交付（総額 500万円を限度） 

○交付回数 １年を経過後１回限り 
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12235 

千葉県 

匝瑳市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

3,000 常時雇用５人以上 課税免除 固定資産税 ５年間 

[製造業又は旅館業] 

・資本金 5,000 万円以下 

 →取得価額 500万円以上 

・資本金 5,000 万円超 

     ～1億円以下 

 →取得価額 1,000 万円以上 

・資本金 1億円超 

 →取得価額 2,000 万円以上 

[情報サービス業等又は農林水

産物等販売業] 

 →取得価格 500万円以上 

― 

 

（過疎地域：野栄地域） 

課税免除 

固定資産税 ３年 

 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

匝瑳市企業誘致

及び雇用促進に

関する条例 

H18.1 制定 
 

1.取得価格の合計が 3,000

万円を超えること。 

2.常用雇用する従業者数が

５人以上であること。 

3.雇用奨励補助金について

は、奨励措置の対象となっ

た工場等が稼働した日の前

後６月以内に雇用された、

市内に住所を有する者で、

雇用の日から 1 年経過した

常用雇用者が対象となる。 
 

雇用奨励補助金 

・補助額（雇用純増 1人あたり 20万円） 

・1,000万円限度 
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12236 

千葉県 

香取市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

香取市企業立地促

進条例 

H23.4 ○投下固定資産総額１億円以上で、かつ

新規常用雇用者数が 10人以上 

○中小企業者にあっては、投下固定資産

総額 5,000 万円以上で、かつ新規常用雇

用者数が５人以上 

立地奨励金 

○固定資産税納付額を限度として事

業開始の翌年の４月１日から起算して

５年間交付 

○立地奨励金交付基準に該当し、市内に

住所を有する者を新規常用雇用者として、

１年以上引き続いて雇用していること 

○特例として新規常用雇用者が 15 人以

上である場合は対象事業とする 

雇用促進奨励金 

○市内に住所を有する者１人につき

15 万円（３年間で新規雇用者総数

100人を限度） 
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12237 

千葉県 

山武市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

過疎地域（旧松尾町地域） 

〇一定要件を満たす土地や家

屋、償却資産を取得等した場

合。 

 

〇対象業種 

・製造業、旅館業、農林水産物

等販売業、情報サービス業等 

― 課税免除 固定資産税 ３年間 

 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額  （万円以上） 従業員 （人以上） 

・対象業種 

製造業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、宿泊

業等 

・投下固定資産総額 

１億円以上 

（中小企業者の場合は 5,000 万円以上） 

・従業員 

常用雇用者 10人以上 

（中小企業者の場合は５人以上） 

○ 企業立地奨励金 

操業までに取得した投下固定資

産（土地・建物・償却資産）に課

された固定資産税の納税額に相

当する額を交付。 

固定資産税相

当額 
５年間 

○ 雇用促進奨励金 

雇用期間に定めがなく、操業開

始時より１年間勤務をしている市

内在住の雇用者１人につき 20万

円を乗じた額を交付（上限 2,000

万円）。 

対象雇用者１

人につき 20万

円（上限 2,000

万円） 

操業開始か

ら１年を経過

した後に１回

限り 

○ 埋蔵文化財発掘調査奨励金 

対象施設の設置に伴い実施した

埋蔵文化財発掘調査にかかった

費用(試掘調査費、消費税及び

地方消費税を除く。)の２分の１に

相当する額（千円未満切り捨て）

を交付（上限 500万円）。 

埋蔵文化財発

掘調査にかか

った費用の２

分の１ （上限

500万円）。 

企業立地奨

励金の交付

時に併せて

交付 
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12238 

千葉県 

いすみ市 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額 （万円以上） 従業員（人以上） 

○製造業、旅館業 

・個人、資本金 1,000 万円以下

の法人 

⇒500万円以上 

・資本金 1,000 万円超～5,000

万円以下の法人 

⇒1,000万円以上 

・資本金 5,000 万円超の法人 

⇒2,000万円以上 

○農林水産物等販売業、情報

サービス業等 

 ⇒500万円以上 

― (半島振興地域) 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率 0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 

○製造業、旅館業 

・個人、資本金 5,000 万円以下

の法人 

⇒500万円以上 

・資本金 5,000 万円超～1 億円

以下の法人 

⇒1,000万円以上 

・資本金 1億円超の法人 

⇒2,000万円以上 

○農林水産物等販売業、情報

サービス業等 

 ⇒500万円以上 

― （過疎地域） 

課税免除 

固定資産税 

課税免除 

３年間 

 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

いすみ市産業振興

及び雇用の促進に

関する条例 

H18.6.16 

制定 

H30.4.1 

○対象事業者で市内に工場等を新設・増

設・改修したもので、投下固定資産総額１

億円以上ただし、中小企業者は 3,000万

立地奨励金 

○固定資産税相当額 ５年間 
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改正 円以上. 

○新規常用雇用者数が 10人以上 

ただし、中小企業者及び観光・宿泊業に

あっては３人以上 

○例外規定で新規常用雇用者が 15人以

上である場合は対象事業とする 

○新規雇用者数の要件を満たせず指定を

受けられなかった事業者が、４年以内に要

件を満たした場合、その日から１年を経過

した日に雇用促進奨励金の交付対象とす

る。 

雇用促進奨励金 

○１年以上の新規常用雇用者の内、市

内居住者１人につき 60 万円を乗じた額

（限度額 2,000万円、１回に限る） 

便宜供与 

○用地取得の斡旋 

○事業資金融資の斡旋 

○その他市長が特に必要と認めるもの 
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12239 

千葉県 

大網白里市 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

大網白里市企業等

誘致条例 

S61.3 

H24.12 改正 

H31.3 改正 

<対象事業> 

製造業、修理業、運輸・物流業、情報通

信業、 卸売・小売業、学術・開発研究

業、旅館・ホテル業、飲食サービス業、公

衆浴場業（一般公衆浴場を除く。）、教

育・学習支援業、産科・小児科、植物工

場 

 

<主な対象要件> 

○市内に事業所を有しない企業等が、市

内に事業所を新設すること。 

○事業所新設のために投下した固定資

産（土地・家屋・償却資産の購入・建築費

用）が 1億円以上であること。 

○常時雇用する従業員（雇用保険被保

険者）の数が 10人以上であること。 

○事業開始 30 日前までに申請書を提出

し、市から奨励措置を受けるための指定

を受けること。 

○国税、本社が所在する都道府県及び

市町村に納付すべき地方税を完納して

いること。 

 

 

奨励金 

○固定資産税納税相当額を３年間奨

励金として交付 （限度額なし） 

※企業等が納税義務者となっている新

設事業所分が対象（賃借分は含まな

い） 
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12322 

千葉県 

酒々井町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

酒々井町企業立地

促進条例 

H27.4 ①町内に事業所を有しない新規立

地 

②町内に事業所を有する企業が現

在と異なる事業による立地 

③町内の事業所を廃止した移転立

地 

上記①～③のいずれかに該当し、

次の各団地での要件を満たした場

合 

【南部地区新産業団地】 

○敷地面積 3,000 ㎡以上で町内

在住正規雇用５人以上 

【墨工業団地】 

○投下固定資産額１億円以上で町

内在住正規雇用 10人以上 

【立地奨励金】 

○固定資産税（建物・償却資産） 

100％５年間補助 

※土地を取得して５年以内に操業開始した場

合は土地も含む 

※南部地区新産業団地は都市計画税も含む 

○法人町民税相当額 100％５年間補助 

※町外の企業の新規立地に限る 

 

【雇用奨励金】 

○町内在住正規雇用１人あたり  

年 20万円  

○町内在住非正規雇用１人あたり 

年５万円  

※対象期間は５年間、但し、雇用形態が非正

規から正規に切り替えた場合は、年 20 万円

を改めて５年間支給 

※障害者の場合は、上記に 10万円加算 

※交付対象期間は、操業開始日３か月後から

10年間 
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12329 

千葉県 

栄町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

栄町企業立地促進

事業補助金 

H27.7.1 栄町の区域内で３年以上操業し、投

下固定資産額が 10 憶円以上の企

業が、同区域内に工場等を新設又

は改築する場合に補助金を交付す

る。 

投下固定資産額１億円につき１万円。 

ただし、その額が 100 万円を超えるときは 100

万円を限度とする。 
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12347 

千葉県 

多古町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

多古町企業

誘致条例 

H28.12 <対象事業> 

日本標準産業分類(平成 25 年総務省告示第

405号)に定める産業のうち次に定めるもの。 

大分類Ａ－農業のうち中分類 01農業のうち植

物工場に限るもの。ただし、植物工場とは、施

設内で植物の生育環境を制御して、野菜等の

植物の計画的な生産を行うことができる栽培

施設をいう。 

大分類Ｅ－製造業 

大分類Ｇ－情報通信業 

大分類Ｈ－運輸業、郵便業 

大分類Ｉ－卸売業、小売業 

大分類Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業 

大分類Ｍ－宿泊業、飲食サービス業内、中分

類 75宿泊業内、小分類 751旅館、ホテル 

大分類Ｎ－生活関連サービス業、娯楽業内、

中分類 80 娯楽業内、小分類 805 公園、遊園

地 

大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないも

の）のうち中分類 89自動車整備業、中分類 90

機械等修理業及び中分類 92その他の事業サ

ービス業に掲げるコールセンター業 

<対象地区> 

町内全域 

<投下固定資産総額> 

1億円以上 

<敷地面積> 

1,000㎡以上 

※増設の場合(敷地を拡張した場合に限る)

は、拡張した部分の敷地面積が 500㎡以上 

<延床面積> 

新設または移設：500㎡ 

増設：増加した部分の延床面積が 250㎡以上 

<企業奨励金> 

新設又は移設を行った場合：新設又は移設の

ために取得した土地、建物及び償却資産に

対して課された固定資産税に相当する額に以

下の割合を乗じた額を、事業所の事業開始の

日の属する年度の翌年度（当該年度に当該

固定資産税が課されない場合は、その翌年

度）から３か年度分に限り交付する。 

１年目： ９割 ２年目： ７割 ３年目： ５割 

増設を行った場合：再投資（投下固定資産額

が 1 億以上）により新たに取得した土地、建物

及び償却資産に対して課された固定資産税

に相当する額の５割を乗じた額を、事業所の

事業開始の日の属する年度の翌年度（当該

年度に当該固定資産税が課されない場合

は、その翌年度）から 1か年度分に限り交付す

る。 

<雇用促進奨励金> 

常時正規雇用する従業員で町内に住所を有

する者のうち、新設等に伴い、事業所におけ

る事業開始の日前６か月から事業開始の日後

６か月までに新規に雇用された従業員が、事

業開始の日から起算して１か年を経過した日

において、引き続き町内に住所を有し、かつ、

継続して雇用されている場合：交付要件に該

当する者の数に 10 万円を乗じた額（300 万円

を超えるときは、300 万円とする。）を 1 回に限

り交付する。 

<従業員転入奨励金> 

既正規雇用従業員で町外に住所を有する者

のうち、新設等に伴い、事業所における事業

開始の日後６か月までに町内へ転入した従業

員が、１年間継続して町内に住所を有し、か
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つ、継続して雇用されている場合：交付要件

に該当する者の数に 10 万円を乗じた額（300

万円を超えるときは、300 万円とする。）を１回

に限り交付する。 
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12349 

千葉県 

東庄町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

東庄町企業誘致条

例 

S60.3 東庄工業団地内の新設 

○投下固定資産総額３億円以上 

○常時雇用従業員数 20人以上 

奨励金 

○固定資産税相当額の範囲内 

（３年間） 
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12409 

千葉県 

芝山町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

芝山町企業誘致条

例 

H2.6 工業団地内の新設 

○投下固定資産総額５億円以上（対象：

製造事業用設備） 

○常時雇用従業員数 30人以上 

奨励金 

○固定資産税相当額 

初年度 全額 

２年度 1/2 

３年度 1/3 
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12410 

千葉県 

横芝光町 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内  容 

横芝光町企業立地

促進条例 

Ｈ.３１.４ 

Ｒ.５．４改正 

○事業所の新設又は増築をする事業所に係る投下

固定資産総額が１億円以上(中小企業は５，０００万

円以上)であること。 

○公害を発生させるおそれがないこと 

○町税に滞納がないこと 

○新設を行った事業所において常用雇用者の人数

が１０人以上(中小企業は５人以上)であること。増築

を行う企業にあっては、増加する常用雇用者の人数

が１０人以上(中小企業は５人以上)であること。 

○対象業種 

農業(植物工場に限る)、製造業(廃掃法許可、届出

施設を除く)、情報通信業、運輸業、卸売業・小売業、

不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービ

ス業、宿泊業・飲食サービス業、一般公衆浴場・その

他の公衆浴場、映画館、興行場、興行団、スポーツ

施設提供業、公園・遊園地、教育・学習支援業、医

療・福祉、自動車整備業、と蓄場 

○企業立地奨励金 

・事業所の新設又は増築し

た事業所の固定資産税相

当額を５年間交付 

 

○雇用促進奨励金 

・１年以上継続して町内に

在住している新規常用雇

用者１人につき２０万円を

交付 

・交付期間は事業所の操

業後１年経過した日から３

年間 

・交付上限額は１，０００万

円で１人につき１回の交付

に限る 

○脱炭素化促進奨励金 

・事業所の新設又は増築

に伴い設置した、太陽光発

電設備の太陽電池モジュ

ールの出力値１キロワットあ

たり４万円を交付 

・交付上限額は２００万円 
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12421 

千葉県 

一宮町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

一宮町企業誘致条例 S29 ○投下固定資産総額 1,000万円以上 

○常時雇用従業員数 30人以上 

奨励金 

○工場に対する町税相当額の範囲内 

 （３年間） 
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12422 

千葉県 

睦沢町 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 
措置事項 措置範囲 適用期間 

投下固定資本額（万円以上） 従業員（人以上） 

事業所の新設、事業所の移設又は事業所の増設 全額免除 固定資産税 ５年間 

同上 同上 法人町民税 ５年間 
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12423 

千葉県 

長生村 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

長生村企業立地条例 H18.12 

H27.6 （全

部改正） 

（工業地域、準工業地域及びその他） 

①投下固定資産総額が５千万円以上

で、かつ新規正規雇用者数１人以上 

②投下固定資産総額が３億円以上

で、かつ新規正規雇用者数３人以上 

③投下固定資産総額が 20 億円以上

で、かつ新規正規雇用者数５人以上 

④投下固定資産総額が 100 億円以上

で、かつ新規正規雇用者数 10人以上 

 

（農工地区） 

①事業所の新設 

投下固定資産総額５千万円以上で、

かつ新規正規雇用者数２人以上 

②事業所の増設又は移転 

投下固定資産総額５千万円以上で、

かつ新規正規雇用者数１人以上 

企業立地奨励金 

（工業地域、準工業地域及びその他） 

①指定施設に係る固定資産税相当額の

90/100に相当する額（ 

１千万円を限度とする）を３年間交付 

（交付限度額総額３千万円） 

②指定施設に係る固定資産税相当額の

85/100に相当する額（ 

５千万円を限度とする）を４年間交付 

（交付限度額総額２億円） 

③指定施設に係る固定資産税相当額の

80/100 に相当する額（１億円を限度とする）

を５年間交付 

（交付限度額総額５億円） 

④指定施設に係る固定資産税相当額の

75/100に相当する額（ 

２億円を限度とする）を５年間交付 

（交付限度額総額 10億円） 

 

（農工地区） 

①指定施設に係る固定資産税相当額（２億

円を限度とする）を３年間交付 

（交付限度額総額６億円） 

②指定施設に係る固定資産税相当額（１億

円を限度とする）を３年間交付 

（交付限度額総額３億円） 

（工業地域、準工業地域、農工地区及

びその他） 

①村内に住所を有する新規正規雇用

者数 

雇用促進奨励金 

（工業地域、準工業地域、農工地区及びそ

の他） 

①村内に住所を有する新規正規雇用者の

数に 10万円を乗じて得た額 

（１千万円を限度） 

 



 74 

 

12424 

千葉県 

白子町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額     

（万円以上） 

従業員   

（人以上） 

新設（５千万円以上） 

増設（２千万円以上） 

５人以上 
企業立地奨励金 固定資産税相当額 ５年間 

町内に住所を有する者を新規雇用者として雇用し、

かつ、その雇用が操業開始日から 1年を経過した

場合 

雇用促進奨励金 

10万円/人 

（限度額 1,000 万

円） 

１回限り 
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12426 

千葉県 

長柄町 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

長柄町企業立地促

進条例 

H28.6 投下固定資産総額 3,000 万円

以上 

奨励金 

固定資産税相当額の 100分の 90（３年間） 
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12427  

千葉県 

長南町 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 
投下固定資本額   （万円以上） 

従業員  

（人以上） 

〇製造業・旅館業 

・資本金 5,000万円以下の事業者 

機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設、製作、改修等の合計額が 500

万円以上 

・資本金 5,000万円超１億円以下の事業者 

機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設、製作、改修等の合計額が

1,000万円以上 

・資本金１億円超の事業者 

機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設、製作、改修等の合計額が

2,000万円以上 

〇農林水産物等販売業・情報サービス業

等 

機械・装置、建物・附属設備、構築物の新

増設、製作、改修等の合計額が 500万円

以上 

― 

（本町区域内） 

当該設備に係る

家屋、機械及び

装置、土地につ

いて課税免除 

固定資産税 ３年間 

※長南町過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条例 

 令和３年４月１日から適用 （担当課：税務住民課） 
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12441 

千葉県 

大多喜町 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額       

（万円以上） 
従業員 （人以上） 

― ― 

(半島振興地域) 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率

0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 

  過疎地域 

課税免除 

固定資産税 ５年間 

 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内   容 

大多喜町企業誘致

及び雇用促進に関

する条例 

平成２２年１

１月 

対象施設に係る建物又は償却設備の

取得価格の合計が 1,000 万円以上で

あること。 

事業所設置奨励金 

 固定資産税相当額以内を５年間助成 

  対象施設に係る新規雇用者が５人以

上であること。 

雇用から 1 年以上経過し、６ヵ月以上

本町に住民登録があること。 

雇用促進奨励金 

 新規雇用者 1 人につき５０万円を交付（上

限 1,000万円、1回限り） 
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12443 

千葉県 

御宿町 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

 適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額      

（万円以上） 
従業員 （人以上） 

１億円以上、ただし中小企業

基本法第２条に規定する企業

にあっては 1,000万以上 

５人以上ただし、

中小企業及び宿

泊業にあっては２

人以上 

立地奨励金 固定資産税相当額

ただし、製造業又は

旅館業の事業対象

者で御宿町半島振

興対策実施地域に

おける固定資産税の

特例措置に関する条

例第３条の規定によ

る届け出をした事業

所にあっては不均一

課税の額 

５年間 

 

 (半島振興地域) 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率

0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 
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12463 

千葉県 

鋸南町 

 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置等〉 

 適用基準 

措置事項 措置範囲 適用期間 投下固定資本額      

（万円以上） 

従業員     

（人以上） 

― ― 
（半島振興対策地域） 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率 0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 

― ― 
(過疎地域) 

不均一課税 

固定資産税 

初年度税率 0.14/100 

２年度税率 0.35/100 

３年度税率 0.70/100 

３年間 

[製造業又は旅館業] 

・資本金5,000万円以下 

 →取得価額500万円以上 

・資本金5,000万円超 

     ～1億円以下 

 →取得価額1,000万円以上 

・資本金1億円超 

 →取得価額2,000万円以上 

[情報サービス業等又は農林

水産物等販売業] 

 →取得価格500万円以上 

― (過疎地域) 

課税免除 

固定資産税 ３年間 
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